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三重県の労働事情

ま え が き

わが国の経済は、トランプ政権発足後の円安相場の継続や企業の生産活動の

活発化を背景に所得から支出への前向きの循環メカニズムが働くもとで、緩や

かに拡大しています。この動きに伴い、国内総生産(GDP)もプラス成長を続け、

プラス成長期間は、ITバブル期以来、およそ17年ぶりの長さとなりました。

また、国外においても、自動車・電子機器関連等のグローバルな業種の景況

感が改善傾向にあるほか、世界貿易量も回復傾向にあるため、総じて、国外経

済も緩やかな回復傾向が続いています。

三重県内の経済情勢においては、生産活動も持ち直し、雇用・所得環境に関

しても改善傾向にあり、緩やかに回復傾向が続いています。一方で、人材不足

や後継者不足など景気回復に歯止めをかける課題も抱えています。

このような中、当中央会では、県内中小企業における労働事情の実態を的確

に把握して、適正な労働対策を樹立できるよう「中小企業労働事情実態調査」

を会員組合のご協力を得て実施いたしました。

本報告書が、県内中小企業における労働事情の実態の把握と今後の雇用シス

テム構築の参考になれば幸甚です。

最後に、本調査の実施に際しまして、ご協力いただきました関係組合並びに

各事業所の皆様方にお礼申しあげますとともに、今後とも一層のご協力を賜り

ますようお願いいたします。

平成３０年１月

三重県中小企業団体中央会
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１．調 査 目 的 この調査は、三重県内の中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小

企業対策の樹立と労働支援方針の策定に資することを目的とする。

２．調 査 機 関 三重県中小企業団体中央会

３．調 査 時 点 平成29年７月１日

４．調査対象産業 １）製造業 ①食料品製造業 ②繊維工業 ③木材・木製品製造業

④印刷・同関連業 ⑤窯業・土石製品製造業 ⑥化学工業

⑦金属・同製品製造業 ⑧機械器具製造業

⑨その他の製造業

２）非製造業 ①情報通信業 ②運輸業 ③建設業 ④卸売業 ⑤小売業

⑥サービス業

５．調査対象事業所数 調査対象事業所数は、従業員規模300人未満の民営事業所（農業、水産を除く）

1,000事業所（製造業500事業所、非製造業500事業所）。

６．主な調査内容 １）経営について ２）従業員の労働時間について

３）従業員の有給休暇について ４）新規学卒者の採用について

５）障害者雇用について ６）従業員の過不足状況について

７）賃金改定について

７．調 査 方 法 本会において、全国中小企業団体中央会が作成した「中小企業労働事情実態調査

票」を調査対象事業所に組合を通じて配布し、回答を求めた。

＊「中小企業労働事情実態調査票」様式については巻末の「調査票」参照

８．調査回答状況 有効回答数 540事業所 回答率 54.0％

製 造 業： 252事業所 回答率 50.4％

非製造業： 288事業所 回答率 57.6％

９．備 考 １）この調査は毎年行っているものであるが、事業所の所属組合等へ送付してい

るため、回答事業所は一定していない。したがって、厳密な時系列比較はで

きない。

２）調査項目によっては、複数回答の項目があり、また、小数点以下を四捨五入

しているため、合計が100にならない場合がある。

Ⅰ. 調査のあらまし
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労働組合の組織率は、7.8％で、全国（6.8％）と比べると1.0ポイント高い。前年度（5.6％）と

比べると、2.2ポイント高くなっている。

ᴯᴫࢠႊәЄᐐୣ

回答事業所の常用労働者総数は16,041人、このうち男性は11,326人（70.6％）、女性は4,715人

（29.4％）である。１事業所あたりの平均常用労働者数は29.7人であった。女性常用労働者の占め

る比率は29.4％で全国（29.8％）と比べると0.4ポイント低く、前年度（29.6％）と比べても0.2ポ

イント低くなっている。

ᴰᴫिഈ׆Ɂඩᇋ׆လ

正社員比率をみると、「正社員」とするのが70.6％（男性81.6％、女性48.0％）と、全国の74.9

％（男性84.6％、女性53.6％）と比べると4.3ポイント低い（男性3.0ポイント、女性5.6ポイント

低い）。また、前年度（71.0％）と比べると、0.4ポイント低くなっている。

ᴱᴫʛ˂ʒʉɮʪ٫ᫀࢲႊလ

パートタイム労働者の平均雇用比率をみると、17.2％で全国（15.0％）と比べると2.2ポイント

高い。前年度（17.0％）と比べると0.2ポイント高くなっており、正社員比率が若干下がり、パー

トタイム労働者比率は増加している結果となった。

※パートタイム平均雇用比率･･･雇用全体［正社員・パートタイマー・派遣・アルバイト他］

におけるパートタイム労働者の平均比率

表１ 回答事業所数の概要

区 分
回答
事業所数
合計

事業所
構成比
（％）

常用
労働者数
（人）

平均常用
労働者数
（人）

男性常用
労働者数
（人）

女性常用
労働者数
（人）

女性常用
労働者比率
（％）

正社員
比率
（％）

男性正社員
比率
（％）

女性正社員
比率
（％）

パートタイム

平均雇用比率
（％）

労働組合
組織率
（％）

全 国 19,023 - 607,216 31.9 426,403 180,813 29.8 74.9 84.6 53.6 15.0 6.8

三重県 計 540 100.0 16,041 29.7 11,326 4,715 29.4 70.6 81.6 48.0 17.2 7.8

製

造

業

製造業 計 252 46.7 7,680 30.5 5,116 2,564 33.4 69.1 82.2 46.4 15.3 8.3

食料品 35 6.5 980 28.0 428 552 56.3 47.6 75.6 28.5 39.7 2.9

繊維工業 18 3.3 282 15.7 72 210 74.5 70.2 80.5 66.5 19.0 5.6

木材・木製品 18 3.3 284 15.8 239 45 15.8 86.4 89.0 73.5 7.5 0.0

印刷・同関連 14 2.6 181 12.9 95 86 47.5 85.6 90.1 80.6 13.9 21.4

窯業・土石 54 10.0 980 18.2 760 220 22.4 78.7 83.1 63.6 14.6 5.6

化学工業 7 1.3 388 55.4 196 192 49.5 61.4 88.9 33.5 6.8 14.3

金属・同製品 60 11.1 2,239 37.3 1,682 557 24.9 71.0 80.3 44.7 11.8 13.3

機械器具 29 5.4 1,689 58.2 1,259 430 25.5 68.5 81.5 44.1 8.4 10.3

その他製造業 17 3.1 657 38.7 385 272 41.4 77.5 89.3 61.8 14.9 5.9

非

製

造

業

非製造業 計 288 53.3 8,361 29.0 6,210 2,151 25.7 72.0 81.1 50.0 19.0 7.3

情報通信業 6 1.1 987 164.5 708 279 28.3 90.1 93.9 80.4 4.9 50.0

運輸業 39 7.2 1,651 42.3 1,415 236 14.3 82.3 87.2 53.5 9.7 17.9

建設業 110 20.4 1,729 15.7 1,421 308 17.8 86.2 89.5 70.9 8.0 5.5

卸売業 44 8.1 1,315 29.9 964 351 26.7 81.8 87.1 69.5 11.0 2.3

小売業 38 7.0 669 17.6 478 191 28.6 61.1 68.0 45.5 31.4 7.9

サービス業 51 9.4 2,010 39.4 1,224 786 39.1 46.3 59.8 30.9 38.9 2.0

規
模
別

1～9人 204 40.5 1,004 4.9 673 331 33.0 76.0 84.3 59.1 17.5 2.5

10～29人 191 33.5 3,122 16.4 2,216 906 29.0 78.1 85.9 59.1 15.7 9.4

30～99人 107 19.9 5,539 51.8 4,016 1,523 27.5 72.0 82.8 46.4 19.5 7.5

100～300人 38 6.1 6,376 167.8 4,421 1,955 30.7 67.0 78.1 45.4 16.6 28.9

Ⅱ. 回答事業所の概要
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１年前と比べた現在の経営状況については、「悪い」が25.6％（前年度29.9％、前々年度28.8％）、

「良い」が18.7％（前年度14.8％、前々年度13.5％）、「変わらない」が55.8％（前年度55.3％、前々

年度57.7％）となっている。「悪い」とするのは前年度に比べ4.3ポイント減少しており、全国平均

（26.7％）と比べても1.1ポイント低い。また、「良い」とするのは前年度に比べ3.9ポイント上昇し

ている。前年度、前々年度と比較すると経営状況は、緩やかに改善しているという結果となった。

業種別にみると、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」を除くと、「良い」とい

う回答が多かったのは「食料品製造業」（34.3％）、「サービス業」（27.5％）、「悪い」という回答が

多かったのは「繊維工業」（38.9%）、次いで「印刷・同関連業」（38.5％）が「悪い」で多かった。

ᴥᴯᴦ˿ᛵ̜ഈɁ̾ऻɁᦉ［図２］、［表３］

主要事業の今後の方針については、「現状維持」とするのが最も多く63.3％（前年度67.6％、前々

年度67.6％）、次いで「強化拡大」が30.3％（前年度26.2％、前々年度25.0％）、「縮小又は廃止」

は6.0％（前年度6.0％、前々年度6.4％）を示しており、小幅な動きとなった。

業種別にみると、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」を除くと、「強化拡大」

の比率が高いのは、製造業では「食料品製造業」が51.4％、非製造業では「卸売業」が35.7％と最

も高い。

表３ 主要事業の今後の方針（業種別）

表２ 経営状況（業種別）
区 分 良い 変わらない 悪い
全 国 計 17.0 56.3 26.7
三重県 計 18.7 55.8 25.6
製造業 計 20.5 55.8 23.7
食料品 34.3 40.0 25.7
繊維工業 11.1 50.0 38.9
木材・木製品 11.8 70.6 17.6
印刷・同関連 15.4 46.2 38.5
窯業・土石 17.0 52.8 30.2
化学工業 28.6 42.9 28.6
金属・同製品 26.7 63.3 10.0
機械器具 13.8 69.0 17.2
その他製造業 11.8 52.9 35.3

非製造業 計 17.1 55.7 27.2
情報通信業 50.0 33.3 16.7
運輸業 20.5 56.4 23.1
建設業 15.5 62.7 21.8
卸売業 11.6 53.5 34.9
小売業 5.3 68.4 26.3
サービス業 27.5 35.3 37.3

（％）

（％）

区 分 強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他
全 国 計 31.5 62.8 5.1 0.5
三重県 計 30.3 63.3 6.0 0.4
製造業 計 32.5 61.4 5.2 0.8
食料品 51.4 45.7 2.9 0.0
繊維工業 16.7 66.7 11.1 5.6
木材・木製品 27.8 72.2 0.0 0.0
印刷・同関連 7.1 78.6 14.3 0.0
窯業・土石 20.8 69.8 7.6 1.9
化学工業 71.4 28.6 0.0 0.0
金属・同製品 29.3 67.2 3.4 0.0
機械器具 48.3 44.8 6.9 0.0
その他製造業 41.2 58.8 0.0 0.0

非製造業 計 28.4 64.9 6.7 0.0
情報通信業 66.7 33.3 0.0 0.0
運輸業 30.8 66.7 2.6 0.0
建設業 19.1 72.7 8.2 0.0
卸売業 35.7 64.3 0.0 0.0
小売業 32.4 59.5 8.1 0.0
サービス業 33.3 54.9 11.8 0.0

図１ 経営状況

図２ 主要事業の今後の方針
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Ⅲ. 調査結果の概要
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経営上の障害については、最も多く選択されたのは「人材不足（質の不足）」が48.0％、「同業他

社との競争の激化」35.3％であった。製造業では「人材不足（質の不足）」（50.2％）が最も多く、

非製造業では「同業他社との競争の激化」（47.9％）が最も多く選択されており、中小企業では依

然として人手不足と同業他社との競合が顕著になっていることがうかがえる。

表４ 経営上の障害（業種別・規模別）

区 分
労働力不足
（量の不足）

人材不足
（質の不足）

労働力の
過剰

人件費の
増大

販売不振・
受注の減少

製品開発力・
販売力の不足

同業他社と
の競争激化

原材料・
仕入品の
高騰

製品価格
（販売価格）
の下落

納期・単価等
の取引条件
の厳しさ

金融・
資金繰り難

環境規制
の強化

全 国 34.3 49.6 1.3 17.4 32.6 11.9 31.3 21.3 8.7 14.9 6.4 3.7

三重県 計 34.0 48.0 1.1 16.9 31.1 9.3 35.3 18.8 8.0 14.6 3.0 5.9

製

造

業

製造業 計 32.7 50.2 0.4 18.0 34.7 14.3 20.8 22.9 8.6 17.6 2.0 8.2

食料品 15.2 51.5 0.0 27.3 36.4 30.3 21.2 36.4 9.1 9.1 3.0 6.1

繊維工業 29.4 29.4 0.0 35.3 52.9 11.8 11.8 17.6 11.8 23.5 0.0 5.9

木材・木製品 27.8 38.9 0.0 11.1 44.4 11.1 33.3 16.7 27.8 16.7 0.0 0.0

印刷・同関連 28.6 14.3 0.0 28.6 28.6 21.4 78.6 14.3 14.3 14.3 7.1 14.3

窯業・土石 41.5 47.2 0.0 3.8 43.4 5.7 11.3 30.2 5.7 3.8 0.0 13.2

化学工業 42.9 71.4 0.0 14.3 28.6 28.6 28.6 71.4 0.0 0.0 0.0 0.0

金属・同製品 41.4 56.9 0.0 20.7 24.1 8.6 10.3 13.8 5.2 25.9 3.4 8.6

機械器具 32.1 82.1 3.6 25.0 17.9 17.9 28.6 7.1 7.1 32.1 0.0 3.6

その他製造業 17.6 35.3 0.0 5.9 47.1 17.6 17.6 29.4 5.9 29.4 5.9 11.8

非

製

造

業

非製造業 計 35.1 46.1 1.8 16.0 28.0 5.0 47.9 15.2 7.4 12.1 3.9 3.9

情報通信業 33.3 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 83.3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0

運輸業 51.3 59.0 2.6 23.1 12.8 0.0 23.1 20.5 7.7 7.7 7.7 10.3

建設業 38.0 44.4 0.9 16.7 29.6 1.9 49.1 13.0 3.7 13.9 2.8 4.6

卸売業 26.2 52.4 2.4 11.9 26.2 9.5 57.1 21.4 7.1 19.0 2.4 2.4

小売業 28.9 39.5 2.6 10.5 39.5 5.3 55.3 13.2 7.9 7.9 7.9 0.0

サービス業 28.6 38.8 2.0 18.4 32.7 6.1 46.9 14.3 12.2 6.1 2.0 2.0

規
模
別

1～9人 26.3 35.4 0.5 10.6 37.9 9.1 36.9 22.2 6.6 15.2 3.0 3.5

10～29人 34.2 51.9 2.1 16.6 32.1 9.1 31.6 17.1 11.2 14.4 4.8 6.4

30～99人 42.9 61.0 0.0 26.7 21.0 8.6 40.0 20.0 4.8 13.3 1.0 7.6

100～300人 48.6 59.5 2.7 24.3 18.9 13.5 32.4 5.4 8.1 16.2 0.0 10.8

図３ 経営上の障害
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経営上の強みについては、「顧客への納品・サービスの速さ」（前年度32.0％）、「組織の機動力・

柔軟性」（前年度25.4％）が26.9％と最も多く選択され、次いで「製品の品質・精度の高さ」が前

年度と同様23.2％となり、「製品・サービスの独自性」が22.0％（前年度20.7％）となった。

なお、経営状況が良いと回答した事業所のみでみると、第１位は「製品・サービスの独自性」で

31.3％、次いで、「技術力・製品開発力」が28.3％、第３位が「製品の品質・精度の高さ」で27.3

％となっている。

表５ 経営上の強み（順位表）

図４ 経営上の強み（三重県全体）

順位 三重県全体 製造業 非製造業
経営状況が良いと回答した

事業所のみ

1
顧客への納品・サー
ビスの速さ

26.9%
製品の品質・精度の
高さ

36.4%
組織の機動力・柔軟
性

32.7%
製品・サービスの独
自性

31.3%

2
組織の機動力・柔軟

性
26.9%

顧客への納品・サー

ビスの速さ
30.9%

商品・サービスの質

の高さ
24.5% 技術力・製品開発力 28.3%

3
製品の品質・精度の
高さ

23.2%
製品・サービスの独
自性

29.2%
顧客への納品・サー
ビスの速さ

23.4%
製品の品質・精度の
高さ

27.3%

製品･サービスの独自性

技術力･製品開発力

生産技術･生産管理能力

営業力･マーケティング力

製品･サービスの企画力･提案力

製品の品質･精度の高さ

顧客への納品･サービスの速さ

企業･製品のブランド力

財務体質の強さ･資金調達力

優秀な仕入先･外注先

商品･サービスの質の高さ

組織の機動力･柔軟性

0 5 10 15 20 25 30 35％

平成29年

平成28年

平成27年

19.1
20.7

21.2
20.6

15.5
15.6

8.8
9.8

7.5
8.3

23.2
24.9

32.0
31.1

9.9
9.8

15.1

13.8
15.8

20.6
21.8

12.0

22.0

21.8

15.2

9.9

7.1

23.2

26.9

10.1

14.9

16.8

17.6

25.9
25.4

26.9
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ਘᩖɥȗȲᩖᴦ［図５］

従業員１人あたりの週所定労働時間に

ついては、「40時間」が最も多く49.9％

（製造業51.4％、非製造業48.5％）、次い

で「38時間超40時間未満」が23.7％

（製造業28.1％、非製造業19.7％）であっ

た。「40時間超44時間以下」は13.2％

（製造業8.4％、非製造業17.5％）で、製

造業より非製造業の方が9.1ポイント高

かった。「38時間以下」は13.2％（製造

業12.0％、非製造業14.2％）で、非製造

業のほうが製造業より2.2％高かった。

ᴥᴯᴦिഈ׆ᴮ̷ȕȲɝɁఌ٫ࢲරഈᩖ［図６］、［表６］

１人あたりの月平均残業時間については、「0時間（残業なし）」が最も多く26.0％（製造業26.1

％、非製造業25.9％）、次いで「10時間未満」が22.7％（製造業21.2％、非製造業24.1％）、「10～

20時間未満」が20.9％（製造業22.0％、非製造業19.9％）となっており、月平均残業時間の平均

値は13.19時間（製造業13.10時間、非製造業13.27時間）で、全国（12.00時間）より1.19時間多

かった。前年度（12.09時間）と比較すると1.1時間の増加となり、小幅な動きであった。

業種別にみると、月平均残業時間が多い業種は、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通

信業」を除くと、製造業では「機械器具製造業」が23.26時間（前年度15.48時間）、非製造業では

「運輸業」が28.32時間（前年度26.43時間）であった。

図５ 週所定労働時間

38時間以下 38時間超40時間未満 40時間 40時間超44時間以下

0 10 20 30 40 5 60 70 80 90 100％

図６ 月平均残業時間

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100％

0時間 1～10時間未満 10～20時間未満 20～30時間未満

30～50時間未満 50時間以上

表６ 月平均残業時間（平均値）

平成29年 平成28年

全 国 12.00 11.47

三重県 計 13.19 12.09

製

造

業

製造業 計 13.10 12.22

食料品 13.09 11.30

繊維工業 11.44 4.47

木材・木製品 5.17 4.64

印刷・同関連 7.79 14.46

窯業・土石 9.53 9.00

化学工業 14.00 11.80

金属・同製品 15.81 19.19

機械器具 23.26 15.48

その他製造業 12.82 9.45

非

製

造

業

非製造業 計 13.27 11.98

情報通信業 18.17 24.75

運輸業 28.32 26.43

建設業 10.31 11.01

卸売業 8.44 7.41

小売業 17.79 9.78

サービス業 9.20 9.33

三重県

製造業

非製造業

全国

三重県

製造業

非製造業

全国

13.2 23.7 49.9 13.2

12.0 28.1 51.4 8.4

14.2 19.7 48.5 17.5

12.6 26.1 50.5 10.9

2.6

2.1

3.0

2.0

26.0 22.7 20.9 15.2 12.6

26.1 21.2 22.0 15.4 13.3

25.9 24.1 19.9 15.0 12.0

25.4 26.6 21.3 14.7 10.0
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従業員１人あたりの年次有給休暇の平均付与日数については、「15～20日未満」が45.7％（前年

度44.6％）と最も多く、次いで「10～15日未満」は22.6％（前年度19.6％）、「20～25日未満」が

20.4％（前年度21.9％）となっている。平均付与日数の平均値は15.6日（前年度15.5日、全国15.6

日）であった。

また、平均取得日数については、「5~10日未満」が39.1％（前年度36.3％）と最も多く、次いで

「10～15日未満」が31.7％（前年度26.4％）、「5日未満」が21.4％（前年度26.7％）、となっている。

平均取得日数の平均値は、7.9日（前年度7.8日、全国7.6日）となっており、前年度からは大きな

変化はなく、全国より0.3日多い。

ᴥᴯᴦࢳඒፈ͡Ɂ٫ࢲीလ

年次有給休暇の平均取得率については、「70～100％」が28.0％（前年度30.7％）と最も高く、

次いで「50～70％未満」が27.3％（前年度24.3％）、「30～50％未満」が24.3％（前年度19.8％）

となっている。また、平均取得率の平均値は53.5％で全国（51.0％）と比べると2.5ポイント高く、

前年度（53.2％）と比較しても0.3ポイント高い結果となった。従業員規模別にみると、「１～９人」

の規模が61.9％と最も高く、業種別にみると、「製造業」（53.8％）が「非製造業」（53.2％）より

も0.6ポイント高い結果となった。

図７ 年次有給休暇の取得状況

表７ 年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・平均取得率

年次有給休暇の平均付与日数 年次有給休暇の平均取得率年次有給休暇の平均取得日数

（単位：日） （単位：％）（単位：日）

全 国 15.6

三重県 計 15.6

従
業
員
規
模
別

1～9人 14.3

10～29人 16.1

30～99人 15.7

100～300人 18.0

業
種
別

製造業 計 15.8

非製造業計 15.5

全 国 51.0

三重県 計 53.5

従
業
員
規
模
別

1～9人 61.9

10～29人 50.3

30～99人 48.8

100～300人 51.9

業
種
別

製造業 計 53.8

非製造業計 53.2

全 国 7.6

三重県 計 7.9

従
業
員
規
模
別

1～9人 8.4

10～29人 7.6

30～99人 7.4

100～300人 9.0

業
種
別

製造業 計 8.2

非製造業計 7.6

年次有給休暇の平均付与日数 年次有給休暇の平均取得率年次有給休暇の平均取得日数
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新規学卒者（平成29年３月卒）の採用予定人数に対する実際の採用人数の充足率は、「高校卒・

全体」80.8％（全国80.3％）、「大学卒・全体」76.0％（全国81.2％）で、平均採用人数は「高校卒・

全体」2.3人（全国2.1人）、「大学卒・全体」2.7人（全国2.4人）であった。

なお、技術系は「高校卒」が74.1％（全国78.4％）、「大学卒」が74.6％（全国78.7％）に対して、

事務系は技術系と比較して採用する事業所が少ないながらも、「高校卒」100％（全国89.1％）、

「大学卒」79.3％（全国84.6％）と、「高校卒」は全国と比較しても高い充足率であった。

業種別でみると、製造業では「窯業・土石製造業」の「高校卒・技術系」の充足率が25.0％、非

製造業では「運輸業」の「高校卒・技術系」が40.0％と低く、業種によっては採用が厳しい状況で

あった。

規模別でみると、「高校卒・全体」の充足率は、「10～29人」が86.7％、「30～99人」が75.0％、

「100～300人」が84.5％となっている。

平均採用人数については1名～2名程度の小規模な採用が続いているが、「卸売業」の「大学卒・

全体」では5.3人、「高校卒・全体」でみても3.7人と多く、また規模別で最も多かったのは「大学

卒・全体」の「100～300人」で3.8人であった。

表８ 新規学卒者の採用充足状況（業種別・規模別）

区 分

高 校 卒 大 学 卒

全 体 技術系 事務系 全 体 技術系 事務系

(％) (％) (％) (％) (％) (％)

全 国 2,034 80.3 2.1 1,742 78.4 2.0 473 89.1 1.9 1,224 81.2 2.4 794 78.7 2.1 617 84.6 2.1

三重県 計 54 80.8 2.3 43 74.1 2.0 20 100.0 2.0 27 76.0 2.7 19 74.6 2.6 13 79.3 1.8

製造業 計 37 88.2 2.4 30 83.3 2.0 14 100.0 2.1 14 71.4 1.4 10 63.6 1.4 5 100.0 1.2

食料品 4 90.9 2.5 3 75.0 1.0 2 100.0 3.5 2 100.0 1.5 1 100.0 2.0 1 100.0 1.0

繊維工業 3 90.0 3.0 3 88.9 2.7 1 100.0 1.0 1 100.0 2.0 1 100.0 1.0 1 100.0 1.0

木材・木製品 1 50.0 1.0 1 50 1.0 - - - - - - - - - - - -

印刷・同関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

窯業・土石 2 40.0 1.0 1 25.0 1.0 1 100.0 1.0 3 100.0 1.3 1 100.0 1.0 2 100.0 1.5

化学工業 1 33.3 1.0 1 33.3 1.0 - - - 2 33.3 1.0 2 33.3 1.0 - - -

金属・同製品 12 88.0 1.8 10 82.4 1.4 4 100.0 2.0 2 100.0 2.0 1 100.0 3.0 1 100.0 1.0

機械器具 8 100.0 3.0 5 100.0 2.8 4 100.0 2.5 3 57.1 1.3 3 57.1 1.3 - - -

その他製造業 6 95.5 3.5 6 94.7 3.0 2 100.0 1.5 1 50.0 1.0 1 50.0 1.0 - - -

非製造業 計 17 66.7 2.1 13 59.1 2.0 6 100.0 1.7 13 77.9 4.1 9 80.0 4.0 8 73.9 2.1

情報通信業 - - - - - - - - - 4 75.0 5.3 3 85.7 6.0 2 42.9 1.5

運輸業 3 50.0 2.0 2 40.0 2.0 2 100.0 1.0 - - - - - - - - -

建設業 4 88.9 2.0 4 88.9 2.0 - - - 3 100.0 1.0 2 100.0 1.0 1 100.0 1.0

卸売業 3 91.7 3.7 1 80.0 4.0 3 100.0 2.3 3 84.2 5.3 1 90.0 9.0 3 77.8 2.3

小売業 2 44.4 2.0 2 44.4 2.0 - - - 1 50.0 1.0 1 50.0 1.0 - - -

サービス業 5 58.3 1.4 4 54.5 1.5 1 100.0 1.0 2 75.0 6.0 2 60.0 3.0 2 100.0 3.0

1～9人 - - - - - - - - - 1 100.0 1.0 1 100.0 1.0 - - -

10～29人 10 86.7 2.6 9 81.0 1.9 3 100.0 3.0 5 85.7 3.6 4 92.9 3.3 3 71.4 1.7

30～99人 30 75.0 1.7 21 66.7 1.6 11 100.0 1.6 11 69.6 1.5 7 58.8 1.4 4 100.0 1.5

100～300人 14 84.5 3.5 13 79.5 2.7 6 100.0 2.3 10 74.5 3.8 7 74.3 3.7 6 75.0 2.0
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新規学卒者の初任給（通勤手当を除いた所定内賃金総額（税込額））について、高校卒が166,840円

（前年度169,148円、全国159,507円）、大学卒が199,267円（前年度202,542円、全国197,346円）

となっている。高校卒は前年度より2,308円低くなったが、全国より7,333円高い。大学卒も、前

年度より3,275円低くなったが、全国より1,921円高い。

ᴥᴰᴦޙԤᐐɁႊ႕ɁིȾȷȗȹ［図９］

平成30年度の新規学卒者（平成30年３月卒）の採用計画については、調査時点（平成29年７月

１日）で、「ある」とするのが22.6％（前年度21.1％、前々年度17.7％、全国27.1％）、「ない」が

54.6％（前年度55.6％、前々年度57.1％、全国50.4％）、「未定」が22.8％（前年度23.3％、前々年

度25.2％、全国22.6％）となっており、採用計画が「ある」と回答した事業所は前年度より1.5ポ

イント増加した。

また、採用計画があるとする119事業所（前年度119事業所）の中で、「高校卒」を採用する事

業所が87事業所（前年度84事業所）、「大学卒」を採用する事業所が62事業所（前年度49事業所）

となっている。なお、採用計画人数では、「高校卒」が1社平均2.93人（前年度1.9人、全国2.51人）、

「大学卒」が2.45人（前年度2.0人、全国2.45人）である。前年度に比べて「高校卒」が1.03人の増

加、「大学卒」も0.45人増加し、採用枠が増加している結果となった。

図８ 新規学卒者の初任給

図９ 新規学卒者の採用計画の有無

ある ない 未定
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［図10］、［図11］

障害者の雇用状況について、「障害者を雇

用している」と回答した事業者は、19.4％

（全国20.8％）で全国より1.4％低い。業種別

にみると、製造業21.5％、非製造業17.5％と

なっている。

また、障害者雇用人数は、「１人」が57.4

％（全国58.8％）で最も多く、次いで「２人」

26.7％（全国22.3％）、「4人」7.9％（全国

4.5％）となり、障害者を雇用している事業

所は、全体の2割程度となっており、障害者

を雇用している事業者であっても、その雇用

人数は相対的に少数となっている結果となっ

た。

ᴥᴯᴦ᪩ᐐɁᫀႊ̙ްȾȷȗȹ［図12］

障害者の雇用予定に関して、「雇用する予

定がある」が0.9％（全国1.5％）、「雇用を検

討中である」が13.9％（全国14.5％）、「雇用

する予定はない」が85.2％（83.9％）となり、

雇用する予定はないとする事業者が多数を占

める結果となった。

ᴳᴫिഈ׆Ɂᤈ˪ᠴมȾȷȗȹ

ᴥᴮᴦिഈ׆Ɂᤈ˪ᠴมȾȷȗȹ［図13］

従業員の過不足状況について、「全体的に過剰である」が2.5％（全国1.6％）、「職種・部門によっ

て過剰である」が3.0％（全国4.1％）と低く、「適正である」とする事業者が39.5％（全国37.2％）

であった。対して、「職種・部門によって不足している」が39.1％（全国40.3％）、「全体に不足し

ている」が15.9％（全国16.8％）と従業員が不足していると感じている事業者が合わせて半数以上

を占める結果となった。

図10 障害者の雇用状況
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雇用している 雇用していない

図13 従業員の過不足状況
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職種・部門によって不足している

全体に不足している

三重県

製造業

非製造業

全国

19.4 80.6

21.5 78.5

17.5 82.5

20.8 79.2

図11 障害者雇用人数
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図12 障害者の雇用予定
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ᴥᴯᴦिഈ׆ȟ˪ᠴȪȹȗɞᐳሗˁᩌ［図14］

従業員が不足している職種・部門について、「現業・生産」部門が62.8％（全国59.5%）と最も

多く、次いで、「営業」部門が29.5％（全国27.9％）、「生産管理・生産技術」部門が20.1％（全国

20.0％）という結果となった。また、業種別にみると、製造業では、「現業・生産」部門が66.9％

と最も多く、次いで「生産管理・生産技術」部門が32.4％、「営業」部門が22.8％となった。非製

造業では、「現業・生産」部門が59.2％、「営業」部門が35.5％、「販売・サービス」・「その他」部

門が13.8％となり、製造業・非製造業共に「現業・生産」部門の人員が不足しているという結果と

なった。

ᴥᴰᴦिഈ׆ȟ˪ᠴȪȹȗɞျႏ［表９］

従業員は不足している理由とし

て、「求める人材が来ない」が58.2

％（全国60.2％）と最も多く、次

いで、「新規採用が困難になった」

が35.5％（全国32.0％）、「若手従

業員が定着しない」が30.3％（全

国32.9％）、「人材育成が十分にで

きない」が23.3％（全国22.6％）

となった。

また、業種別にみても「求める

人材がいない」が製造業58.4％、

非製造業58.0％と共に最も多く、

次いで、「新規採用が困難になっ

た」が製造業31.4％、非製造業

39.3％となった。3番目に多かっ

た回答は、「若手従業員が定着し

ない」で製造業25.5％、非製造業

34.7％という結果になった。

表９ 従業員が不足している理由

区 分
新規採用
が困難に
なった

若手従業
員が定着
しない

定年退職
者が多い

これまでの事
業の業務量が
増大したため

新規事業
を立ち上
げたため

人材育成
が十分に
できない

求める
人材が
来ない

その他

全 国 32.0 32.9 13.9 16.6 3.4 22.6 60.2 3.9

三重県 計 35.5 30.3 11.5 18.5 4.5 23.3 58.2 3.1

製

造

業

製造業 計 31.4 25.5 12.4 22.6 4.4 19.7 58.4 4.4

食料品 33.3 22.2 27.8 22.2 0.0 0.0 38.9 5.6

繊維工業 28.6 14.3 0.0 14.3 0.0 14.3 85.7 0.0

木材・木製品 12.5 50.0 12.5 0.0 0.0 12.5 25.0 0.0

印刷・同関連 42.9 28.6 0.0 0.0 0.0 28.6 57.1 14.3

窯業・土石 34.4 28.1 21.9 9.4 6.3 25.0 71.9 0.0

化学工業 33.3 33.3 0.0 100.0 0.0 0.0 33.3 0.0

金属・同製品 28.6 22.9 5.7 34.3 2.9 17.1 62.9 2.9

機械器具 36.4 18.2 9.1 22.7 9.1 31.8 54.5 13.6

その他製造業 20.0 40.0 0.0 60.0 20..0 40.0 60.0 0.0

非

製

造

業

非製造業 計 39.3 34.7 10.7 14.7 4.7 26.7 58.0 2.0

情報通信業 60.0 20.0 0.0 20.0 0.0 20.0 60.0 0.0

運輸業 30.4 21.7 0.0 8.7 13.0 21.7 73.9 4.3

建設業 30.9 43.6 10.9 14.5 1.8 30.9 58.2 3.6

卸売業 61.5 26.9 23.1 19.2 0.0 30.8 50.0 0.0

小売業 40.0 35.0 15.0 10.0 5.0 20.0 60.0 0.0

サービス業 38.1 38.1 4.8 19.0 9.5 23.8 47.6 0.0

規
模
別

1～9人 25.0 25.0 8.8 15.0 3.8 23.8 60.0 6.3

10～29人 32.3 39.4 14.1 13.1 2.0 26.3 58.6 2.0

30～99人 46.2 25.6 14.1 24.4 2.6 21.8 55.1 2.6

100～300人 46.7 26.7 3.3 30.0 20.0 16.7 60.0 0.0

図14 従業員が不足している職種・部門
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ᴥᴱᴦिഈ׆˪ᠴɋɁߦख़［表10］

従業員不足への対応として、「経験者の中途採用」が70.5％と最も多く、次いで、「新規学卒者の

採用」が32.3％、「継続雇用者の活用」が31.3％となった。業種別にみても、「経験者の中途採用」

が製造業69.3％、非製造業71.5％と共に高く、製造業では、次いで「新規学卒者の採用」が32.8％、

「従業員の教育訓練」が28.5％となり、非製造業では、「継続雇用者の活用」が35.8％、「新規学卒

者の採用」が31.8％という結果となった。従業員不足への対応としては、製造業・非製造業ともに、

新規学卒者を雇用し、教育を行うよりも、経験者を採用することにより、即戦力を求めている傾向

にあるといえる。

表10 従業員不足への対応

◎ 法定雇用率の算定基礎の対象に、新たに精神障害者を追加 【施行期日 平成30年４月１日】。

◎ 法定雇用率は原則５年ごとに見直し。⇒ 施行後５年間（平成30年４月１日～平成35年３月31

日まで）は猶予期間とし、精神障害者の追加に係る法定雇用率の引き上げ分は、計算式どおり

に引き上げないことも可能。

※ 対象となる民間企業の事業主の範囲⇒従業員50人以上（45.5人に引き下げ［平成30年４月１日］

ワンポイントメモ

順位 三重県全体 製造業 非製造業

1 経験者の中途採用 70.5% 経験者の中途採用 69.3% 経験者の中途採用 71.5%

2 新規学卒者の採用 32.3% 新規学卒者の採用 32.8% 継続雇用者の活用 35.8%

3 継続雇用者の活用 31.3% 従業員の教育訓練 28.5% 新規学卒者の採用 31.8%
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賃金改定の実施については、調査時点（平成29年７月１日）で「引上げた」が42.5％（前年度

41.0％、全国46.6％）で、賃金を引上げた事業所が前年度よりも1.5ポイント増加したが、全国よ

り4.1ポイント低かった。「７月以降引上げる予定」と回答した事業所は10.2％（前年度8.3％、全

国11.1％）で、前年度より1.9ポイント上昇し、「引上げた」と回答した事業所と合わせると５割を

超す事業所が賃金の引上げを実施、または予定していた。

また、賃金改定を「今年は実施しない（凍結）」が20.5％（前年度23.0％、全国16.9％）で、前年

度より2.5ポイント減少したが、全国と比べると3.6ポイント高い。

他方、「引下げた」と回答した事業所は0.9％（前年度0.7％、全国0.6％）、「7月以降引下げる予

定」と回答した事業所は0.6％（前年度0.7％、全国0.4％）となっている。

［表11］の業種別をみると、製造業では「引上げた」の回答が46.9％と最も高くなっており、

回答事業所の少ない化学工業を除くと、特に「機械器具製造業」が71.4％と高い比率で賃金の引上

げを行っている。非製造業でも「引上げた」が38.7％と最も高く、特に「卸売業」の53.5％が高い

数値となっている。また、規模別をみると、規模が大きくなるにつれて、「引上げた」と回答した

数値が高くなった。

表11 賃金改定実施状況（業種別・規模別）

区 分 引上げた 引下げた 今年は実施し
ない（凍結）

７月以降
引上げる予定

７月以降
引下げる予定 未定

全 国 46.6 0.6 16.9 11.1 0.4 24.4
三 重 県 計 42.5 0.9 20.5 10.2 0.6 25.2
製 造 業 計 46.9 0.8 19.6 9.4 0.4 22.9
食料品 39.4 0.0 24.2 9.1 0.0 27.3
繊維工業 33.3 0.0 27.8 11.1 0.0 27.8
木材・木製品 35.3 0.0 29.4 11.8 0.0 23.5
印刷・同関連 50.0 7.1 14.3 7.1 0.0 21.4
窯業・土石 26.9 0.0 28.8 3.8 0.0 40.4
化学工業 71.4 0.0 14.3 0.0 0.0 14.3
金属・同製品 59.3 1.7 8.5 13.6 0.0 16.9
機械器具 71.4 0.0 10.7 10.7 3.6 3.6
その他製造業 52.9 0.0 23.5 11.8 0.0 11.8

非製造業 計 38.7 1.1 21.3 11.0 0.7 27.3
情報通信業 50.0 0.0 0.0 33.3 0.0 16.7
運輸業 30.8 0.0 25.6 7.7 0.0 35.9
建設業 32.7 0.9 24.3 13.1 0.0 29.0
卸売業 53.5 0.0 9.3 9.3 2.3 25.6
小売業 52.8 2.8 19.4 8.3 0.0 16.7
サービス業 33.3 2.0 25.5 9.8 2.0 27.5
1～9人 24.1 1.5 30.7 9.0 1.0 33.7
10～29人 46.2 1.1 19.9 9.7 0.0 23.1
30～99人 61.0 0.0 7.6 12.4 1.0 18.1
100～300人 70.3 0.0 5.4 13.5 0.0 10.8

図15 賃金改定の実施状況

7月以降
引き下げる予定

0.6％

未定
25.2％

（％）
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昇給を行った事業所の平均昇給額は5,463円（前年度5,521円、前々年度5,767円、全国5,739円）、

昇給率は2.12％（前年度2.09％、前々年度2.21％、全国2.32％）となっており、前年度と比較して

58円減少し、３年連続での減少となった。

［図17］の業種別平均昇給額をみると、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」

を除くと、「サービス業」の昇給額は8,725円で前年度（5,347円）より3,378円と大幅に高くなっ

ており、約半数以上の業種が前年度より昇給額が増加している。一方で昇給額が減少している業種

の中では、「木材・木製品」が5,527円と前年度（9,940円）より4,413円と大幅に減少している。

また［表12］の改定後の平均賃金をみると、昇給額が最も高いのが製造業では「金属・同製品

製造業」の6,322円、非製造業では「小売業」の8,086円であった。

図17 業種別平均昇給額（平均昇給・上昇 加重平均）

図16 平均昇給額と昇給率の推移（平均昇給・上昇 加重平均）
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賃金改定の内容については、※①「定期昇給」が54.1％（全国53.7％）で最も高く、次いで「基

本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が31.2％（全国35.8％）、※②「ベースアップ」が

17.7％（全国14.8％）と続いている。また、賃金改定の決定要素としては、「企業の業績」が63.8

％（全国63.6％）と約6割を超える事業所が業績に応じて賃金改定を実施していると回答した。次

いで「労働力の確保・定着」が52.8％（全国53.9％）と続いており、回答事業所の多くが「企業の

業績」・「労働力の確保・定着」を重視していることがうかがえる。

表12 改定後の平均賃金（引上げ・引下げ相殺）※加重平均

区 分
事業所数 対象者数

（人）
改定前賃金
（円）

改定後賃金
（円）

昇給額
（円）

昇給率
（％）

格差
（％）

全 国 9,325 256,874 246,465 251,626 5,161 2.09 100.0

三重県 計 239 6,557 259,955 264,701 4,746 1.83 92.0

製造業 計 118 3,719 257,526 262,301 4,775 1.85 99.5

食料品 12 156 238,941 243,566 4,625 1.94 99.5

繊維工業 8 82 191,036 193,015 1,979 1.04 52.8

木材・木製品 7 72 236,993 240,931 3,838 1.62 78.1

印刷・同関連 6 74 251,231 257,015 5,784 2.30 149.8

窯業・土石 15 419 267,168 271,438 4,270 1.60 98.5

化学工業 6 226 291,282 296,564 5,282 1.81 92.1

金属・同製品 33 1,184 253,607 259,929 6,322 2.49 122.3

機械器具 20 1,098 262,929 266,364 3,435 1.31 68.4

その他製造業 11 408 250,993 255,723 4,730 1.88 103.9

非製造業 計 121 2,838 263,139 267,847 4,708 1.79 82.8

情報通信業 3 555 267,679 271,286 3,607 1.35 63.6

運輸業 10 439 241,284 242,313 1,029 0.43 28.3

建設業 46 544 288,134 293,916 5,782 2.01 76.9

卸売業 22 655 237,787 241,769 3,982 1.67 79.5

小売業 22 338 262,831 270,917 8,086 3.08 178.8

サービス業 18 307 296,317 304,205 7,888 2.66 138.3

1～9人 63 233 257,077 265,179 8,102 3.15 148.1

10～29人 96 1,369 262,385 266,470 4,085 1.56 70.6

30～99人 58 2,268 255,591 261,004 5,413 2.12 101.3

100～300人 22 2,687 262,650 266,879 4,229 1.61 90.2

※加重平均 ＝
（各事業所の昇給額×対象人数）の総和

常用労働者の総和

※①「定期昇給」とは、毎年一定の時期に制度として基本給が引き上げられること。

※②「ベースアップ」とは、賃金表の改定など従業員全体の平均賃金水準を引き上げること

による賃金上昇のこと。賃金の上昇率には個人業績などによる格差がない。
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図18 賃金改定の内容

定期昇給

ベースアップ

基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

諸手当の改定

臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ
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図19 賃金改定の決定要素

※「三重県最低賃金」は県内の事業所で働くすべての労働者に適用されます。

臨時・パート・アルバイトなど雇用形態や年齢を問いません。

三重県内の最低賃金が更新されています!ワンポイントメモ

企業の業績

世間相場

労働力の確保・定着

物価の動向

労使関係の安定

親会社または関連会社の改定の動向

前年度の改定実績

賃上げムード

消費税増税

重視した要素はない

その他
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三重県中小企業団体中央会
〒514-0004 津市栄町1-891 三重県合同ビル6階
TEL 059-228-5195　FAX 059-228-5197
URL http://cnis.chuokai-mie.or.jp/
E-mail webmaster@chuokai-mie.or.jp


